（消費税廃止各界連）2026年3月宣伝スポット（参考例）
◆ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税が導入されてから37年がたちます。消費税は1989年に税率3％で導入され、10％まで引き上げられてきました。暮らしや商売、地域経済を痛めつけてきた消費税は減税、廃止すべきです。
◆消費税は所得税と法人税の減税を強く求めてきた財界・日本経団連の要望にこたえて導入されました。消費税が5％、８％、１０％と引き上げられるたび、法人税は引き下げられ、88年に42％だった法人税率は現在23・2％です。資本金10億円超の大企業の税負担率は中小企業の半分にとどまり、内部留保は88年の58・7兆円から現在561兆円へと増加しました。
◆大企業が9倍以上に内部留保を増やす一方、国民の世帯所得中央値は88年の453万円から410万円へと1割以上減少しました。所得1億円を超えると所得税負担率が減少する「1億円の壁」も是正されていません。政府・自民党により大企業と富裕層には減税、庶民には消費税増税が押しつけられ、国民のくらしは少しも良くならないという事態が進んできました。
◆政府は「消費税は社会保障財源」に充てると説明しますが、この37年で社会保障は改悪の連続です。病院の窓口負担は1割から3割へ増え、保険料も上がる一方です。年金の保険料は倍増したのに、支給開始年齢は65歳へと先延ばしになりました。介護保険では「保険あって介護なし」の事態に加え、利用者の自己負担割合も増え続けています。民間委託が進む教育や保育の費用は上がる一方です。待機児童数は減っていると言いますが、全員が希望した近所の保育園に入れるわけではなく、両親が働きながらの子育ては全く余裕がありません。
◆大企業や富裕層を優遇する不公平な税制をただし、所得税や法人税を負担能力に応じて集めるしくみにかえれば65兆円を超える税収を生み出すことができると試算されています。消費税に頼らない税制に転換させることは可能です。
◆2月の衆議院議員選挙では、物価高対策として多くの政党が消費税の減税を掲げ、これまで反対していた自民党・公明党も、消費税減税を公約しました。消費税導入以来37年間で初めて「消費税減税」が議論されていることは、国民世論が政治を動かした大きな成果です。
◆しかし、与党の「2年間の食料品ゼロ」という減税案では、効果は限定的で物価高対策としては不十分です。総務省の発表する消費者物価指数では食品に加え、水・光熱費や家事用品など生活必需品が軒並み平均値以上に引きあがっています。物価高や実質賃金の低迷、中小企業の経営環境の厳しさは2年間だけでは解決できません。
· 消費税減税は制度を複雑化させる軽減税率を増やすのではなく、期限を切らない一律減税によって実行されるべきです。一律減税で税率を５％にすれば、値引きの強要や取引排除などを引き起こし、小規模事業者やフリーランスに過大な負担となっているインボイス制度も廃止できます。
[bookmark: _GoBack]◆米国とイスラエルによるイランへの先制攻撃でガソリン代も急騰しています。米国・トランプ大統領に「戦争をやめろ」ということこそ、最善の物価高対策です。高市政権は防衛費拡大を強行し、26年度予算案では史上初めて9兆円を超えました。この4年間で4兆円も引き上げられています。税金は軍事費ではなく、暮らしに回せの声をご一緒にあげましょう。
◆いま集めている署名はこれまでも30万人以上の方が賛同し、国会に届けることで各党に消費税減税を公約させる力になってきました。ぜひ足を止めてご協力いただき、一緒に消費税減税とインボイス廃止を実現させましょう。
